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Ⅰ．平成１９年度事業報告書 
 

事 業 の 概 況 

 

平成１９年度は、日本のＧＤＰが前半マイナスへと転じ景気も減速するなかで、輸出企業の好

調さに支えられ後半にはプラスへと盛返しをみせました。地域動向に関すれば、例えば高業績を

あげる企業は都市部に集中し地方との格差がより鮮明になってきました。このなかで当協会とし

ては地域社会の活性化をテーマに、事業活動をとおしてイベントによる社会貢献に努めてまいり

ました。 

事業活動では、支援事業において平成１８年度から継続の日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）の

受託事業（万博関連事業）に加え、調査事業においても平成１９年度は農林水産省より農林水産

物等海外販路創出･拡大委託事業（フォローアップ調査事業）を受託し、新たな領域を開拓する

ことができました。さらには人材育成事業においてもイベント業務管理者資格試験受験対応セミ

ナーの開催地を増すなど、受験者増及び収益増に大きく貢献することができました。 

一方、平成２０年１２月より公益法人３法が施行されることによる当協会の対応を検討するた

めの「公益法人対応小委員会」や、当協会の今後のあり方について検討する「ビジョン検討委員

会」さらにはリーガルリスクマネジメントへの取り組みのための「法務小委員会」を総務委員会

の下部組織として発足させ積極的な委員会活動を行ってまいりました。 

 

人材育成事業 

人材育成の推進はイベント関連産業の振興と協会事業の柱と位置づけて教育事業や資格制度

事業の普及に努めてきました。イベント講座（基礎編）による裾野拡大のため大学、専門学校、

カルチャーセンターなどへ講座開設を推進し、短期大学１校と専門学校１校の２校が認定校に加

わりました。 

また資格制度事業においては、「イベント業務管理者資格」一次試験対応セミナーを札幌・新

潟・金沢で、一次試験を札幌・金沢・福岡で新たに実施することにより、地方における受講者と

受験者の数を増やすことができました。 

 

支援事業 

当協会の基軸事業の一つと位置づけている「第３回日本イベント大賞」を実施しました。応募

総数は１１６件と、昨年より若干の増加になりました。とりわけ地方からの応募数が多く、日本

イベント大賞の認知が浸透していることが伺えました。今回は応募部門を３部門に変更したこと

と、より応募しやすくするなど細部にわたる改善を図りしました。これによりイベント業界の発

展及びその関係者への支援や当協会のイメージアップに寄与しました。 

また平成１８年度に日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）から受託した２０１０年に開催される「上

海博覧会・有識者懇談会部会運営事業」のうち後半部分（平成１９年度４月から６月分）を実施

しました。同事業に関連して行われた「上海博覧会のホームページの改訂」も受託し、そのうち

前半部分（平成１９年１０月から平成２０年３月）において、改訂作業を実施しました。 

セミナーにおいては、継続収益事業として「イベントマネジメントセミナー」新人編を９回、

キスルアップ編を２回実施しました。また、講師派遣セミナーは１２回実施しました。 

特別セミナーとして、平成１９年に開催された主な展示会のブースデザインとそのブースデザイン
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の評価を行っている当事者を講師に迎え「展示会ブースデザインとその評価セミナー」を実施しまし

た。 

その他、平成２０年５月に開催予定の国内初のイベント総合展示会「イベントＪＡＰＡＮ2008」の

開催準備を当協会が中心になり、イベント関連４団体とともに推進してまいりました。 

 

調査研究事業 

平成１９年度は、「平成１８年国内イベント市場規模推計報告書」及び「２００７イベント情

報ファイル」を発行しました。今回はデータ収集方法の見直しを始めてから３年目となり、同一

基準による時系列推移による分析が可能となりました。全国各地で実施されたイベントの把握を、

インターネットを活用する調査システムを開発したことで、安定的なデータが得られるようにな

ってきました。我国で唯一の総合的な全国イベントデータであることから、様々な総合研究所や

コンサル会社からの問合せや当該書籍の購入も増えてきました。 

平成１９年度のトピックスとして農林水産省からの大規模な調査案件を受託しました。テーマ

は「農林水産物等海外販路創出・拡大委託事業」のフォローアップ調査で、世界１７都市で実施

された「展示・商談会」や「常設店舗（アンテナショップ）」で展開された日本産品に関するイ

ベントの効果測定でした。 

 

普及事業 

情報提供事業はイベント情報誌「クリエイティブイベント」を発行しました。当協会ホームペ

ージにはコラムの掲載など内容の充実を図りました。 

広報・普及啓発事業は話題性・注目度の高いイベントやイベント施設等の視察研修を行いまし

た。「日本イベント大賞」の広報については業界誌、一般誌および新聞などに掲載し、知名度の

向上に努めました。 

また、イベント学会、日本イベントプロデュース協会(JEPC)、日本イベント業務管理者協会

(JEDIS)及び当協会の４団体で情報交換を目的とした定例協議会の開催を行い、連携した活動を

する道筋を創りました。 

委員活動としては、平成２０年１２月より公益法人３法が施行されることによる当協会の対応

を検討するための「公益法人対応小委員会」や、当協会の今後のあり方について検討する「ビジ

ョン検討委員会」、さらにはリーガルリスクマネジメントへの取り組みのために「法務小委員会」

を総務委員会の下部組織として発足させ積極的な委員会活動を行ってまいりました。 

 

収支状況 

（収入） 平成１９年度の会員状況は、正会員の４社、賛助会員３社の新規加入があったものの、

平成２０年３月末日までの退会届出により正会員６社、賛助会員４社が退会となりました。 

会費収入は予算 25,000 千円に対し、2,250 千円の増となりましたが、そのうちの 2,000 千円は理

事就任特別会費によるものです。事業収入においては、新規受託事業として農林水産省より平成

１９年度海外フォローアップ調査事業として 23,900 千円、継続事業として日本貿易振興機構(Ｊ

ＥＴＲＯ)より2010年上海万博政府出展の調査事業として11,264千円の受託業等がありました。

また、人材育成事業における登録更新手数料や対応セミナー等の増収により、当期収入は予算額

101,842 千円に対し 22,181 千円増の決算額 124,023 千円となりました。 

（支出） 事業費の支出は、新規受託事業に伴い、予算額 70,961 千円に対して、18,265 千円の増と

なり、決算額 89,226 千円となりました。管理費は経費の見直しなどを図りましたが、予算額
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30,750 千円に対し、2,658 千円の増となり、決算額 33,407 千円になりました。 

（収支差額） この結果、収支差額は予算額 131 千円に対し 1,169 千円の大幅増となりました。 

(単位：円／消費税込)

予算額 実　　績 増　　減 備　　考
Ⅰ．収入の部
1． 入 会 金 収 入 100,000 120,000 ▲ 20,000
２． 会 費 収 入 25,080,000 27,330,000 ▲ 2,250,000
３． 大賞協賛金収入 12,000,000 13,000,000 ▲ 1,000,000
４． 事 業 収 入 64,647,000 83,485,261 ▲ 18,838,261

調査研究事業 10,000,000 24,411,015 ▲ 14,411,015 　(注１)

支援事業 8,200,000 3,551,965 4,648,035
人材育成事業 35,400,000 43,500,836 ▲ 8,100,836
情報提供事業 2,800,000 757,380 2,042,620
上海万博政府出展受託事業 8,127,000 11,264,065 ▲ 3,137,065 日本貿易振興機構
その他の事業 120,000 0 120,000

５． 雑　収　入 15,000 87,977 ▲ 72,977
当　期　収　入　合　計　(A) 101,842,000 124,023,238 ▲ 22,181,238

前期繰越収支差額 12,553,811 12,553,811 0
収　入　合　計　(B) 114,395,811 136,577,049 ▲ 22,181,238

Ⅱ．支出の部 0
１． 事業費 70,961,000 89,226,204 ▲ 18,265,204

調査研究事業 16,500,000 31,242,816 ▲ 14,742,816 　(注２)(注３)

支援事業 4,221,000 1,318,322 2,902,678
人材育成事業 24,720,000 27,270,814 ▲ 2,550,814
情報提供事業 4,600,000 4,629,901 ▲ 29,901
上海万博政府出展受託事業 7,720,000 10,742,217 ▲ 3,022,217 日本貿易振興機構
イベント大賞事業 12,000,000 12,707,791 ▲ 707,791
その他の事業 1,200,000 1,314,343 ▲ 114,343

２． 管　理　費 30,750,000 33,407,876 ▲ 2,657,876
給与手当 6,600,000 4,710,000 1,890,000 　(注４)

法定福利費 2,500,000 2,029,109 470,891
福利厚生費 1,000,000 1,043,117 ▲ 43,117
会　議　費 400,000 675,351 ▲ 275,351
旅費交通費 500,000 1,030,240 ▲ 530,240
通信運輸費 1,000,000 1,017,812 ▲ 17,812
消耗品費 400,000 319,276 80,724
印刷製本費 400,000 353,220 46,780
水道光熱費 500,000 504,929 ▲ 4,929
委　託　費 1,800,000 1,910,797 ▲ 110,797
賃　借　料 9,100,000 11,209,714 ▲ 2,109,714 イベント学会・新日本様式

OA機器リース料 2,000,000 1,912,428 87,572
諸　謝　金 700,000 590,310 109,690
租税公課 2,000,000 1,593,978 406,022
徴収不能額 0 2,000,000 ▲ 2,000,000 　(注５)

支払利息 550,000 603,287 ▲ 53,287
修　繕　費 50,000 71,925 ▲ 21,925
雑　　費 1,250,000 1,832,383 ▲ 582,383

３． 固定資産取得支出 0 219,450 ▲ 219,450
商標権取得支出 0 219,450 ▲ 219,450

　当　期　支　出　合　計　(C) 101,711,000 122,853,530 ▲ 21,142,530
当　期　収　支　差　額　(A-C) 131,000 1,169,708 ▲ 1,038,708
　次期繰越収支差額(B-C) 12,684,811 13,723,519 ▲ 1,038,708
○短期借入極度額３０，０００，０００円
注１、農林水産省・海外フォローアップ受託　23,917,015円 注２、農林水産省・海外フォローアップ受託　20,709,255円

注３、市場規模推計・情報ファイル制作費　9,806,212円 注４、農林水産省・海外フォローアップ受託人件費　1,840,000円

注５、第１回イベント大賞特別協賛未収入金償却

収支計算書
平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日

科　　　　　目
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１．  基  軸  事  業 

 

1-1．人材育成事業 

人材育成事業は、イベントおよびイベント関連産業の振興を行うための根幹をなすもので、

当協会においても収益面で重要な事業と位置付け、教育と資格制度を軸にイベント分野にお

ける裾野から高度な専門家まで幅広い人材教育を通して、イベントに対する関心と認識を深

めてきました。 

 

1-1-1 教育事業 

イベント業務に関する知識技能の普及を目指し、イベント分野における関心層の拡大に努

め、イベント講座開設校の拡大や認定セミナーの拡充などに取組みました。 

 

(1)学校教育 

一昨年来、専門学校、大学への講座開設を重点的に進め、平成１９年度には名古屋短期大

学、専門学校では富士アスレチック＆ビジネス専門学校で実現しました。少子化による学校

間競争で新規性のある講座が求められており、イベント講座に関心を持つ学校も少なくなく、

これらへの継続的フォローに取組みました。また、各教育機関のカリキュラムを補完するた

め、大学・専門学校生を対象とするインターンシップ制度の充実に努めました。 

 

(2)通信教育 

通信教育は産業能率大学運営と当協会運営の二系列を開設しておりましたが、平成２０年

度から当協会運営のみとなるため、イベント関心層、一般市民層へのはたらきかけを深める

ために、新しい小冊子を作成しました。さらにイベント検定試験と結びつけてＰＲにも努め

ました。 

 

(3)研修セミナー 

ＮＰＯ、カルチャーセンターなどイベントに関心を持つ層、自治体、地域リーダーなど業

務の中で、とりわけイベントに関わりを持つ層に研修セミナーを開催して、通信講座やイベ

ント検定の実施に繋げました。また、イベント業務管理者養成セミナーの実施、自治体、団

体が実施するイベント研修セミナーなどに講師派遣や教材提供、企画運営の支援を積極的に

推進しました。 

 

1-1-2 資格制度事業 

「イベント業務管理者」「イベント検定」資格制度のＰＲを図るとともに、当該資格試験を

効率的、円滑に実施運営しました。また、「イベント業務管理者」の受験者を増やすため、地

方試験会場を設置（日本イベント管理者協会（JEDIS）連携）することや、中小イベント業者、

コンベンション施設事業者などを中心に、業務管理者へのイベント事例の紹介や指定管理者

制度などをテコに受験者の増員を図りました。さらに人材育成事業の維持、拡大に向け受験

要件、試験方式など現状の枠組みの改善を検討しました。 

試験委員会及びイベント業務管理者資格試験一次・二次試験対応セミナーの開催について
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は、『５．会議・委員会・行催事・刊行等』に記載しました。 

(1)資格検定試験 下表のとおり実施しました。 

第 11 回 イベント検定試験 平成 19 年 11 月 18 日㈰ 実施 

第 14 回 イベント業務管理者試験 一次試験 平成 20 年 1 月 26 日㈯ 実施 

二次試験 平成 20 年 3 月 24 日㈯ 実施 

 

(2)資格登録 下表の年度の試験合格者を対象に新規および更新登録を実施しました。 

 イベント検定試験登録 イベント業務管理者登録 

新規登録 第 11 回（平成 19 年度） 第 14 回（平成 19 年度） 

更新登録 

対  象 

第 1回（平成  9 年度） 

第 6回（平成 14 年度） 

第 1回（平成 6年度）第 7回（平成 12 年度） 

第 4回（平成 9年度）第 10 回（平成 15 年度） 

 

(3)「イベント業務管理者」への情報の発信強化 

イベント業務管理者に対する情報発信の強化（コミュニケーションニュース、ニューズレ

ター、ＪＡＣＥホームページ）、ならびに「日本イベント業務管理者協会」（JEDIS）への入会

促進を積極的に行いました。 

 

1-1-3 「日本イベント業務管理者協会」との連携強化 

昨年度、「イベント業務管理者」の業務経験、専門知識の活用を通じ、イベント業務管理者

（資格）のプレゼンス向上を目的とした「認定研究員」制度(３０名)が平成１９年度から本

格的な活動に入り、①当協会の広報活動（情報収集と協会活動、資格制度のＰＲ等）、②教育・

資格事業の拡充（専門学校・大学、自治体セミナーの講師、資格試験の面接官等）、③イベン

ト教育、人材育成活動への参画等の活動を実施しました。また、国の施策である「地域サー

ビス産業の革新」や「集客交流サービス人材の育成」に貢献すべく、「地域活性化センター」

の地域アドバイザーへ登録し、イベント業務管理者の活動機会の提供および当協会の存在を

関係機関に発信しました。 

 

1-1-4 イベント産業従事者向け教材、教育プログラムの開発 

イベント業務管理者向け教材（専門編）の改訂及び JACE イベント講座（基礎編）にリンク

し、イベント専門家であるイベント業務管理者及び大学向けの教育プログラムの教材開発の

検討を行いました。 

 

1-2．支援事業 

1-2-1 第３回日本イベント大賞 

(1)応募の状況 

今回の日本イベント大賞は、応募の部門を「企業販促」、「社会貢献」、「地域振興」の３つ

の部門に分けて実施しました。応募総数１１６件で、昨年より若干の微増になりました。応

募の部門別内訳は企業販促部門が１８件、社会貢献部門が４０件、地域振興部門が５８件で、

日本イベント大賞が地方に浸透し始めたことが伺えました。 

一方、企業販促部門が伸びていないという課題が挙げられます。企業販促部門は、主に制

作を広告代理店が担当することで話題性やクオリティの高い作品が多く、地域との結びつき
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や環境問題 など、社会性をテーマにした応募が増えイベントが社会に密着していることが伺

えました。また今回はイベントの分類を３つのカテゴリーに集約することで明確化し、応募

や審査がしやすくするなど改善を図りました。 

 

(2)イベントが地域の活性化に貢献 

今回の特徴は１４件の受賞作品のうち１０件が地域イベントで、「地方が元気！」「イベン

トが地域の活性化に貢献している」ということが伺えました。地域には困難な課題が多く、

それを吹き飛ばし、みんなでアイデアを出し楽しみながら果敢に挑戦している様子が応募作

品を通して伝わってきました。今回の受賞作品は仙台地区で実施したイベントが 3 つの賞を

受賞したことから、これを機に新たな試みとして「地域振興とイベント」というテーマで受

賞セミナーを仙台で開催する計画をしました。 

(3)第３回日本イベント大賞の受賞作品 

【大賞】  ｲﾍﾞﾝﾄ名 とっておきの音楽祭 2007 

  受賞者 とっておきの音楽祭実行委員会ＳＥＮＮＤＡＩ 

【部門賞】 ｲﾍﾞﾝﾄ名 麦わらの一味 日本上陸 鎌倉ジャック 

 
企業販促部門 

受賞者 株式会社集英社「週刊少年ジャンプ」 

 ｲﾍﾞﾝﾄ名 とっておきの音楽祭 2007 

 
社会貢献部門 

受賞者 とっておきの音楽祭実行委員会ＳＥＮＮＤＡＩ 

 ｲﾍﾞﾝﾄ名 日本ではじめてのまち歩き博覧会「長崎さるく博’06」 

 
地域振興部門 

受賞者 長崎さるく博’06 推進委員会 

【特別賞】  ｲﾍﾞﾝﾄ名 ラーメン産業展 

  受賞者 トレードショーオーガナイザーズ株式会社 

  ｲﾍﾞﾝﾄ名 ＩＡＡＦグリーンプロジェクト 

  受賞者 財団法人 IAAF 世界陸上 2007 大阪大会組織委員会、株式会社電通 

  ｲﾍﾞﾝﾄ名 
てつそん 2007 
JOINT EXIBITION of GRADUATION WORKS 

  受賞者 てつそん 2007 実行委員会 

  ｲﾍﾞﾝﾄ名 キャンパスイルミネーション  

  受賞者 武蔵工業大学工学部建築学科 

  ｲﾍﾞﾝﾄ名 第 9回下町遠足ツアー「ﾚﾄﾛな長田☆丸五市場編」 

  受賞者 下町レトロに首っ丈の会 山下 香 

  ｲﾍﾞﾝﾄ名 レクサスＬＳ報道発表会 

  受賞者 トヨタ自動車株式会社、株式会社電通、株式会社電通テック 

【制作賞】  ｲﾍﾞﾝﾄ名 やちよ健康フェスタ 2007 

  受賞者 
東京医科大学八千代医療センター、株式会社乃村工藝社、 
株式会社ノムラデュオ 

  ｲﾍﾞﾝﾄ名 Ｂ-１グランプリ in 富士宮 

  受賞者 愛Ｂリーグ、富士宮やきそば学会 

  ｲﾍﾞﾝﾄ名 おいでやす染めのまち本能 

  受賞者 本能まちづくり委員会 

  ｲﾍﾞﾝﾄ名 第 1回みやぎサバ・メシコンテスト 

  受賞者 株式会社ｴﾌｴﾑ仙台、株式会社ｴﾌｴﾑ仙台ｻｳﾝｽﾞ 

 



 

- 8 - 

1-2-2 「セミナー事業」 

平成１７年度より実施してきた「イベントマネジメントセミナー」は公益法人としての会

員サービスや業界支援の側面として収益事業の核に育ててきました。 

１９年度は、イベントマネジメント新人編として９回、スキルアップ編として企画・プレ

ゼンテーション２回を実施し、１０４名の参加を得ました。 

講師派遣セミナーは、会員以外の企業がホームページを通して申込むケースが多く、１２

回のうち９回は会員以外の実施になりました。また会員向けには『展示会のデザインの実際

に迫る、あるいは展示会のはてな？』をテーマに、展示会のブースデザインを実際に制作し

たデザイナーとそのブースデザインの評価を行っている評価者を講師に迎えた特別セミナー

を実施しました。 

今後も業界向けに募集リストの整備、科目の拡大、講師陣の増強及びホームページの活用

を積極的に進めセミナー事業の充実を図ってまいります。 

 

1-2-3 「イベントＪＡＰＡＮ２００８」開催事業 

平成２０年５月に国際展示場「パシフィコ横浜」で国内初のイベントの総合展示会「イベ

ントＪＡＰＡＮ２００８」の開催に向けて、イベント関連４団などと実行委員会を組織し、

その展示会の企画・運営の準備に着手しました。展示会への出展勧誘に協力するとともに、

経済産業省をはじめ自治体への後援要請などの支援活動も行いました。 

 

1-3．調査研究事業 

1-3-1 調査事業 

調査研究本部は、平成１９年度を当協会設立以来の基幹事業である「国内イベント市場規

模推計」の見直し確立期として位置づけていました。その結果、ここ数年にわたってトライ&

エラーを繰り返しつつ見直してきた調査研究システム、推計方法が、安定的に稼動すること

が立証されました。 

また、そこから得られるデータを幅広く活用してもらうため、「見本市・展示会通信」とい

った業界紙や、日本コンベンション事業協会の総会で調査報告を行うなど、できる限りの情

報発信をしていくよう努めました。 

 

(1)国内イベント市場規模推計の刊行 

当協会独自の全国イベント情報収集システムを開発･稼動させて３年を経過、市場規模推計

の柱となる①イベント件数、②事業費、③消費額の三本の調査のうち、平成１９年度は①と

③の調査を実施しました。(①は毎年、②と③は隔年調査) 

･ ４７都道府県別のデータを３年分蓄積しました。 

･ コンベンション系（展示会・見本市、会議・式典等）のデータに対する問合せ等への対応

をしました。 

 

(2)イベント情報ファイルの刊行 

従来どおり、様々な分野のイベント及びイベントに関連する集客施設等の時系列データを

更新しました。イベントのケーススタディとして当協会で開催している「日本イベント大賞」

を紹介しました。その他、第２回Ｂ－１グランプリ、のじぎく兵庫国体を紹介しました。 
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(3)調査研究発表 

日本コンベンション事業協会の中間総会（東京国際フォーラム、07 年 12 月 18 日）にて 

「イベント業界から見たコンベンション」のタイトルで講演を行いました。毎年実施して

いる「国内イベント市場規模推計報告書」の中の会議イベントと展示・見本市に関する箇所

を再構成し、その他の調査研究の成果とあわせて紹介致しました。また㈱ピーオーピーがイ

ベントの業界紙として発行している見本市展示会通信へも同様の内容で寄稿しました。 

 

(4)海外イベント事情視察団 

平成１９年度は、過去に実施していた視察団の復活第一弾として、会員の研修と交流を目

的に「中国の西安で実施された日中国交３５周年記念事業イベントの視察および上海万博の

準備状況の視察（９月２４日～２８日）」を実施しました。 

 

(5)展示会出展 

第１４回東京国際ブックフェア２００７（７月５日～８日）に初出展し、当協会で発行し

ている「国内イベント市場規模推計報告書」「イベント情報ファイル」「イベント業務管理者」

関係の教材の紹介をしました。 

 

1-3-2 委託業務推進事業 

平成１９年度は、農林水産省の農林水産物等海外販路創出・拡大事業に関する展示・商談

会のフォローアップ調査を受託し、海外１７都市で調査を実施しました。 

 

(1)展示・商談会調査 

ケルン、ムンバイ、上海、パリ、アヌーガ、ドバイ、ボストン、ニューヨーク、 

エッセン（９都市） 

 

(2)常設店舗調査 

シンガポール、クアラルンプール、バンコク、北京、成都、新竹、中歴、香港、ドバイ 

（９都市） 
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２．  普  及  事  業 

 

2-1．情報提供事業 

イベント情報誌「クリエイティブイベント」を２回発行しました。今発行にあたり協会の

ホームページとのすみ分けを明確にし、厳選した情報を掲出しました。「クリエイティブイベ

ント」の発行は当協会の事業活動をアピールとともに、会員をはじめ購読者の利用向上を図

りました。 

 

2-2．広報・普及啓発事業 

当協会が主催する「イベント大賞・資格試験・各種セミナー」を支援する広報活動を展開

しました。また平成１９年度は「ビジョン小委員会」の答申を受け、従来の活動手法を見直

し、効果的な広報活動が行なえるよう改善を図りました。 

また普及啓発事業は、オープンセミナーをより実践的なテーマで「イベントマネジメント

（基礎編・中級編）」や「ショッピングセンターにおける販促・イベント」を実施しました。 
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３．  会  員  活  動   

 

会員会社の交流を深めるため７月２６日に視察研修（㈱ソニー）を実施しました。 

また「ＪＡＣＥ新年の集い」を、第３回「日本イベント大賞」表彰式をかねて平成２０年

１月３０日（水）に実施しました。 

 

 

４．  委  員  会  活  動 

 

委員会は、当協会事業の運営、推進に関する審議提言などの機関として、総務委員会およ

び各事業に対応する委員会を常設して運営しました。平成１９年度は、平成２０年度の一般

社団・財団法、公益法人認定法を根拠法とする新公益法人制度への移行の前年度として、当

協会の今後のあり方を含め、新制度移行への対応の検討を行うため、総務委員会の下部組織

に「ビジョン検討小委員会」「公益法人改革対応小委員会」を発足させました。また会員企業

のイベントにおけるリーガルリスクマネジメントへの取り組みとして、総務委員会の下部組

織に「法務小委員会」を発足させ、会員各社から委員を募って活動を行ないました。その他

は試験委員会を開催しました。 

 

4-1-1 ビジョン検討小委員会 

ビジョン検討小委員会は７月に理事会社と協会との委員構成で委員会を設置しました。委

員会では、会員各社からヒアリングを行うなど、真摯に現状を認識し将来にむけた協会の在

り方を討議しました。その内容は次の通りです。①総務委員会の下部組織として「経営部会」

を設置し、協会のビジョンの策定と経営の戦略の策定をする。②協会を活性化させるために

各種委員会を設置、委員会運営には会員会社による応募で「参加型運営方式」を採用する。

③会員各社の交流や有益な情報の交流を活発化する機会を提供する。これらを活動指標とし

てとりまとめ平成２０年３月に開催した第４６回理事会へ提出しました。 

 

4-1-2 公益法人改革対応小委員会 

公益法人改革対応小委員会は理事会社と協会との委員構成で委員会を設置しました。委員

会では平成２０年度の一般社団・財団法、公益法人認定法を根拠法とする新公益法人制度へ

の移行の前年度として、当協会の今後のあり方を含め、新制度移行への対応を検討しました。 

これらを活動指標としてとりまとめ平成２０年３月に開催した第４６回理事会へ提出しま

した。 

 

4-1-3 法務小委員会 

法務小委員会は広く会員各社から公募し委員を選出して設置しました。イベントにおける

リーガルリスクマネジメントへの取り組みとして、当協会からイベント業界に向けてイベン

トにおける「コンプライアンス」の注意喚起を促すとともに、業界の健全化及び発展に寄与

するために、ＷＥＢサイトを活用した展開の策定づくりに取組みました。 
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５．  会議、委員会、行催事、刊行等 

 

平成１９年度は理事会社をはじめ会員各社とともに種々の活動を行いました。 

 

5-1．会議及び委員会の開催 

月 総会・理事会、事業運営委員会 特定事業委員会・その他会議 

４ 18(水) 第 44 回総務委員会 
4(水) 法務小委員会（仮称）準備会議 
12(水) 公益法人対応小委員会 
24(火) 第 5 回イベント四団体協議会 

５ 16(水) 第 45 回総務委員会 22(火) 第 6 回イベント四団体協議会 

６ 8(金) 第 43 回理事会・第 19 回通常総会 
22(金) 第 7 回イベント四団体協議会 
28(木) 第 1 回法務小委員会 

７ 
13(木) 第 46 回総務委員会 
26(木) 第 44 回理事会 

19(木) 第 2 回法務小委員会 
26(木) 第 8 回イベント四団体協議会 

８  
1(水) 第 1 回ビジョン小委員会 
13(月) 第 2 回ビジョン小委員会 

９ 11(火) 第 47 回総務委員会 
13(木) 第 3 回法務小委員会 
24(火) 第 9 回イベント四団体協議会 
28(金) 第 3 回ビジョン小委員会 

10 24(金) 第 48 回総務委員会 

9(火) 第 4 回ビジョン小委員会 
15(木) 第 4 回法務小委員会 
16(火) 第 10 回イベント四団体協議会 
17(水) イベント検定試験委員会 

11 
16(金) 第 49 回総務委員会 
30(金) 第 45 回理事会・理事懇談会 

8(水) 第 2 回ビジョン小委員会 
13(火) 第 11 回イベント四団体協議会 
15(木) 第 5 回法務小委員会 

12 20(木) 第 50 回総務委員会 
5(水) 第 5 回ビジョン小委員会 

13(木) 第 6 回法務小委員会 
17(月) 第 12 回イベント四団体協議会 

１ 18(金) 第 51 回総務委員会 
17(木) 第 7 回法務小委員会 
21(月) 第 13 回イベント四団体協議会 

２ 20(水) 第 50 回総務委員会 
6(水) イベント業務管理者試験委員会 
14(木) 第 8 回法務小委員会 
18(火) 第 14 回イベント四団体協議会 

３ 
4(火) 第 52 回総務委員会 
17(月) 第 46 回理事会 

13(木) 第 9 回法務小委員会 
24(月) 第 15 回イベント四団体協議会 
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5-2．セミナー及び視察研修 

月 セミナー 報告会・視察研修・催事 

４ 19(木) イベントマネジメントセミナー【新人編】  

５ 
16(水) ｢靴･鞄の即売イベント｣セミナー（横浜） 

24(木) イベントマネジメントセミナー【新人編】 

 

６ 

14(木) ｢ショッピングセンターにおける販促・イベント｣セミナ

ー (大阪) 

21(木) イベントマネジメントセミナー【新人編】 

25(月) イベントマネジメントセミナー(東京) 

 

７ 

5(木) ｢企画･プレゼンテーション｣セミナー(神奈川) 

12(木) スキルアップセミナー【企画･プレゼン編】 

19(木) イベントマネジメントセミナー【新人編】 

30(月) ｢イベントマネジメント基本編｣セミナー(東京) 

31(火) ｢イベントマネジメント中級編｣セミナー(東京) 

5(木)-8(日) 

東京国際ブックフェア 2007 

26(木) 視察研修(ソニー) 

８ 23(木) ｢出展で成果を上げる展示会有効｣セミナー（宮城）  

９ 
27(木) イベントマネジメントセミナー【新人編】 

27(木) 人材育成セミナー(松山) 

24(月)-28(金) 

JACE 海外イベント事情視察 

10 
25(木) イベントマネジメントセミナー【新人編】 

29(月) JACE イベントセミナー｢イベントの基礎を学ぶ｣ 

30(火) ｢展示会出展社向け｣セミナー(大分） 

 

11 
15(木) イベントマネジメントセミナー【新人編】 

16(金) ｢メディカルクリエイションにおける講演会｣(福島) 

25(日) ｢市民教育｣セミナー(川崎) 

 

12 7(金) ｢行政の広報の在り方｣セミナー(岩手)  

１  
30(水) ＪＡＣＥ新年の集い 

    イベント大賞表彰式 

２ 
14(木) スキルアップセミナー【企画･プレゼン編】 

21(木) イベントマネジメントセミナー【新人編】 

22(金) ｢展示会出展社向け｣セミナー(宮城) 

 

３ 
13(木) イベントマネジメントセミナー【新人編】 

25(火) ｢展示会ブースデザインとその評価｣セミナー(東京) 
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5-3．試験の実施及び刊行物の発行 

月 資格試験 第 3回日本イベント大賞 刊行物 

４    

５    

６    

７   
･CREATIVE EVENT No.158 

（Summer Version） 

８    

９ 
18(火) イベント検定対応セミナー（札幌） 

19(水)     〃 
  

10  
17(水)-18(木) 第一次審査 

30(月) 第二次審査 

･CREATIVE EVENT No.159 

（Autumn Version） 

11 18(日) イベント検定試験(全国１０会場) 

2(金) 第二次審査 

20(火) 制作部門最終審査 

27(火) 大賞部門最終審査 

･平成 18 年国内イベント市場

規模推計結果報告書 

･2007 イベント情報ファイル 
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１ 

8(火)     イベント業務管理者 

一次試験対応セミナー(新潟) 

11(金)-12(土) 〃     (大阪) 

12(土)-13(日) 〃     (東京) 

14(月)-15(火) 〃     (金沢) 

19(土)-20(日) 〃     (札幌) 

26(日)    イベント業務管理者資格 

一次試験(東京・大阪) 

30(水) 表彰式 

ＪＡＣＥ新年の集い 

(併設） 

 

２ 
23(土)-24(日) イベント業務管理者二次試験

対応セミナー(札幌) 
  

３ 

2(日)-3(月) イベント業務管理者資 

二次試験対応セミナー(新潟) 

4(火)-5(水)  〃     (金沢) 

7(金)-8(土)  〃     (大阪) 

8(土)-9(日)  〃     (東京) 

22(土)    イベント業務管理者 

二次試験(東京･大阪） 

 

 


